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御蔵島村循環型社会形成推進地域計画（第一期） 

 

１．地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

 

（１）対象地域 

構 成 市 町 村：御蔵島村 

面     積：20.58km2 

人     口：319人（令和元年 10月 1日） 

指 定 地 域：離島地域 

 

（２）計画期間 

本計画は、令和 3年 4月 1日から令和 9年 3月 31日までの 6年間を計画期間とする。

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直す

ものとする。 

じん芥処理施設の整備を推進するため、本計画期間の後に御蔵島村循環型社会形成推

進地域計画（第二期）の策定を予定している。 

 

（３）基本的な方向 

御蔵島は自然資源の豊かな島として知られ、本島において自然の中に排出されるもの

（特に自然の中に還元されないものや有害なもの）を減らすこと、島内に入ってきた、

または島内で作られ、使ったものはできる限り生活、生産の中で循環、再生させること、

島内での生活、生産で特に必要でないもの、省くことができるものは島内に持ち込まな

いことを実践していくことが必要である。 

こうしたことは、村民、事業所、行政の協力がないとできないことだが、同時に、生

産、流通のあり方にかかわることであり、特にリサイクルは社会全体の生産、流通シス

テムと関連しており、1村だけで行うことは限りがある。 

そこで、まず、島内で行える取組みとして、極力ごみを出さないようにすることとし、

そのために、村民・事業所・行政が相互に役割を分担し、パートナーシップを構築して

いく必要がある。 

循環型社会形成推進基本法においても、循環型社会の形成に向けて講ずるべき対策の

優先順位は、「第 1：発生抑制」「第 2：再利用」「第 3：再生利用」「第 4：熱回収」「第 5：

適正処分」と明示されている。 

本村の地理的要因や人口、産業等を考えると、第 2 から第 4 の対策については、1 村
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単独での対応は困難であり、「第 1：発生抑制」と「第 5：適正処分」に重点を置き、施

策を展開することが有効である。 

特に、ごみ排出抑制においては、村民・事業者・行政の相互協力が不可欠であり、村

民、事業者、行政の三者の情報の共有や環境教育や環境学習などの充実、地域の美化運

動やごみに関するイベントなどへの村民の参加により、ごみの減量化・資源化に対する

意識の向上を図る必要がある。 

 

（４）ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

本村は隔絶離島という地域性から島外搬出は容易ではなく、広域化等を進めるには

課題を多く抱えており、中間処理の広域化は困難である。 

ただし、焼却灰の最終処分については、東京都島嶼町村一部事務組合にて整備した八

丈島管理型処分場にて処分をしており、広域化・集約化を行っている。 

今後、東京都において広域化・集約化に関する計画が策定された際は、計画に沿って

広域化・集約化の検討を行う。 

 

（５）プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

本村は、隔絶離島という地域性から島外搬出は容易ではなく、プラスチック類の分別

収集・資源化は費用対効果の面から取り組みが困難である。今後の経済情勢や技術動向

などを注視しつつ分別収集・再商品化の実施方法や実施時期について検討する。 

なお、本村はプラスチック資源の分別収集及び再商品要件化の対象外である。 
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２．循環型社会形成推進のための現状と目標 

 

（１）一般廃棄物等の処理の現状 

令和元年度の一般廃棄物の排出、処理状況は、図 2-1のとおりである。 

総排出量は、122.3ｔであり、再生利用される「総資源化量」は 2.8ｔ、リサイクル率

（＝（直接資源化量＋中間処理後の再生利用量＋集団回収量）／（計画処理量＋集団回

収量））は 2.3％である。 

中間処理による減量化量は、105.3ｔであり、排出量の約 86.1％が減量化されている。

また、排出量の約 11.6％に当たる 14.2ｔが埋め立てられている。 

なお、中間処理量のうち、焼却量は 119.3 tである。 

 

図 2-1 一般廃棄物の処理状況フロー（令和元年度） 

  

集団回収量 総資源化量

2.8t

2.3%

直接資源化量 処理後再生利用量

0.4t 2.4t

0.3% 処理残渣量 2.0%

14.0t

排出量 計画処理量 中間処理量 11.4% 処理後最終処分量

122.3t 119.3t 11.6t

100.0% 97.5% 減量化量 9.5%

105.3t

直接最終処分量 86.1% 最終処分量

自家処理量 2.6t 14.2t

2.1% 11.6%
0.0t

0.0t

122.3t
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（２）生活排水の処理の現状 

令和元年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥などの排出量は図 2-2のとおりであ

る。 

生活排水処理対象人口は、全体で 319 人であり、水洗化人口は、300 人、汚水衛生処

理率 94.0%である。 

し尿発生量は 37.0kL/年、浄化槽汚泥発生量は 36.0kL/年であり、処分量（＝収集・運

搬量）は 73kL/年である。 

 

図 2-2 生活排水の処理状況フロー（令和元年度） 

  

0人 (0.0%)

300人 (94.0%) 0人 (0.0%)
総人口
319人 浄化槽汚泥発生量

300人 (94.0%) 36.0 kL/年

0人 (0.0%)

19人 (6.0%) し尿発生量
19人 (6.0%) 37.0 kL/年

非水洗化人口

公共下水道

処理人口 集落排水施設等

合併処理浄化槽等

単独処理浄化槽

未処理人口
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（３）一般廃棄物等の処理の目標 

本計画期間中には、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表 2-1及び図

2-3のとおり鉄道運賃目標について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

 

表 2-1 減量化、再生利用に関する現状と目標 

 

 
※1排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・減量化量・埋立処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出

量＋集団回収量に対する割合 

※2（1事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）｝／（事業所数） 

※3（1人当たりの排出量）＝｛（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）｝／（人口） 

 
≪用語の定義≫ 

排 出 量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）［単位：トン］ 

再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和［単位：トン］ 

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量［単位：MWh］及び熱利用量［単位：GJ］ 

最終処分量：埋立処分された量［単位：トン］ 

 

 

図 2-3 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 9年度）  

排出量 t t （ -0.4% ）

1事業当たりの排出量※２ t/事業所 t/事業所 （ 0.0% ）

排出量 t t （ -0.2% ）

1人当たりの排出量※３ t/人 t/人 （ -0.5% ）

合計　事業系生活系排出量合計 t t （ -0.2% ）

t （ 0.3% ） t （ 0.3% ）

t （ 2.3% ） t （ 2.3% ）

エネルギー回収量

最終処分量 t （ 11.6% ） t （ 11.6% ）埋立最終処分量 14.2 14.2

エネルギー回収量 ― ―

122.3 122.0

再生利用量
直接資源化量 0.4 0.4

総資源化量 2.8 2.8

1.0

生活系 97.8 97.6

306.6 305.0

指　標
現状（割合※１） 目標（割合※１）

（令和元年度） （令和9年度）

排出量

事業系 24.5 24.4

1.0

集団回収量 総資源化量

2.8t

2.3%

直接資源化量 処理後再生利用量

0.4t 2.4t

0.3% 処理残渣量 2.0%

14.0t

排出量 計画処理量 中間処理量 11.5% 処理後最終処分量

122.0t 119.0t 11.6t

100.0% 97.5% 減量化量 9.5%

105.0t

直接最終処分量 86.1% 最終処分量

自家処理量 2.6t 14.2t

2.1% 11.6%

0.0t

122.0t

0.0t
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（４）生活排水の処理の目標 

生活排水処理については、表 2-2に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備な

どを進めていくものとする。 

 

表 2-2 生活排水処理に関する現状と目標 

        

 

図 2-4 目標達成時の生活排水の処理フロー（令和 9年度） 

 

 

 

  

0人 (0.0%)

304人 (95.0%) 0人 (0.0%)
総人口
320人 浄化槽汚泥発生量

304人 (95.0%) 33kL/年

0人 (0.0%)

16人 (5.0%) し尿発生量
16人 (5.0%) 36.5kL/年

非水洗化人口

公共下水道

処理人口 集落排水施設等

合併処理浄化槽等

単独処理浄化槽

未処理人口

 公共下水道 0 人 (0.0%) 0 人 (0.0%)

 農業集落排水施設 0 人 (0.0%) 0 人 (0.0%)

 合併処理浄化槽 300 人 (94.0%) 304 人 (95.0%)

 未処理人口※ 19 人 (6.0%) 16 人 (5.0%)

 合　　計 319 人 (100.0%) 320 人 (100.0%)

し尿・ 汲み取りし尿量 37.0 kL (50.7%) 36.5 kL (52.5%)

汚泥の量 浄化槽汚泥量 36.0 kL (49.3%) 33.0 kL (47.5%)

合　　計 73.0 kL (100.0%) 69.5 kL (100.0%)

※　「未処理人口」の人口は、単独処理浄化槽の人口、し尿処理人口及び自家処理人口の合計値である。

項目
現状

（令和元年度）
目標

（令和9年度）

処
理
形
態
別
人
口
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３．施策の内容 

（１）発生抑制、再利用の推進 

ア．村民の自主的取り組みの促進・支援 

村民が自主的にごみ減量・資源化に取り組んでいけるように情報提供や人材育成

などによる支援を行う。 

【具体的施策】 

◇ 分別ルールや村民ができるリサイクルの推進事例などの情報を提供する。 

◇ 家庭でできる減量・資源化として、生ごみ処理容器の購入補助を行う。 

◇ マイバッグ運動をさらに推進する。今後もレジ袋の無料配布中止・有料化等に

よるレジ袋の削減について検討を行う。 

 

イ．事業者の自主的取り組みの促進・支援 

本村においては、観光産業による事業系一般廃棄物の排出量によって大きく変動

する。よって事業系ごみの削減を進めていくことが重要である。 

【具体的施策】 

◇ 分別ルールや事業者ができるリサイクルの先進事例などの情報を提供する。 

◇ 宿泊施設や飲食店における備品（ペーパータオル、手洗い石鹸、ボディソープ

シャンプー、リンスなど）のグリーン購入を促進する。 

◇ 歯ブラシ、櫛、シャワーキャップなどの宿泊施設の使い捨てになりやすいアメ

ニティの設置を、今後も行わないように協力を求める。 

◇ 小売店における簡易包装や、レジ袋削減に対する事業者の協力を求めていく。 

◇ 小売店の店頭における電池・蛍光灯、紙パック、ペットボトル、トレーなどの

資源物回収について協力を求めていく。 

 

ウ．行政の率先行動の推進 

村役場などの行政関係機関において率先してごみの減量・資源化に努める。 

【具体的施策】 

◇ 役所内における古紙の分別・リサイクルを推進していく。 

◇ グリーン購入を推進していく。 

◇ 交通機関と協力し、観光客へごみとなる物の持ち込みを減らすよう広報する。 

◇ 島内で処理できないごみの処理・処分についても確認する体制を検討する。 
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エ．ごみの有料化の検討 

ごみの減量・資源化を促進する経済的施策の導入を検討する。 

【具体的施策】 

◇ ごみ袋の有料化について検討していく。 

◇ ごみ処理施設での持ち込みごみに対する処理手数料の適正負担を検討する。 

◇ レジ袋有料化に伴い、ライフスタイルの見直しが求められている。マイバッグ

を持つことでレジ袋の削減、マイボトルを持つことでペットボトルの削減等

ライフスタイルを見直していくことを啓発する。 

オ．生活系ごみのリサイクル推進 

分別排出の徹底などにより家庭から出るごみのリサイクルを推進する。 

【具体的施策】 

◇ 分別排出を徹底し、可燃ごみや不燃ごみに混入している空き缶類、ペットボト

ル、ビン類の量を減らし、できるだけ多く資源物として分別排出するよう指導

する。 

◇ 生ごみの家庭内での堆肥化について促進する。 

◇ 現在の資源物の分別収集に加えて、新たな資源物（段ボール等）の分別収集・ 

資源化について研究・検討する。 

◇ 分別排出状況や問題点、リサイクル量などの情報を村民に周知し、リサイク 

ル意識の向上を行う。 

カ．事業系ごみのリサイクル推進 

分別排出の徹底を推進するとともにリサイクル意識の向上を目指す。 

【具体的施策】 

◇ 事業系ごみについても空き缶類、ペットボトル、ビン類の分別徹底を指導し

ていく。 

◇ 学校の生ごみについては、し尿・浄化槽汚泥とともに、汚泥再生処理センター

において堆肥化によるリサイクルを行うことを検討する。 

◇ 島内の事業者が協力してリサイクルを行う仕組みづくりについて検討する。 
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（２）処理体制 

ア．生活ごみの処理体制の現状と今後 

ごみの分別区分及び処理方法については、表 3-1に示すとおりである。 

本村では、分別区分及び処理方法は今後も変更せず維持していくものとするが、

分別の徹底や、ごみ発生抑制及び再資源化の推進に努めていくものとする。 

 

イ．事業系一般廃棄物の処理体制の現状と今後 

排出事業者に対して、事業者に排出責任に基づく、自主的なごみの減量化及び再

利用・再資源化の指導を行っていくものとする。 

 

ウ．一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と課題 

  現在及び将来においても、産業廃棄物の処理は行わない。 

 

エ．生活排水処理の現状と今後 

  生活排水の処理については、引き続き、処理率 100％を目指して、合併浄化槽の整

備を進めていく。また、浄化槽汚泥については汚泥再生センターで処理し再利用を

推進する。 

 

オ．今後の処理体制の要点 

 ◇ 老朽化している焼却施設を更新し、安定したごみ処理体制を維持する。 

 ◇ 新施設稼働後は、御蔵島村じん芥処理施設を停止し、その跡地利用（ストックヤ

ード等）方法について、解体を含めた計画を今後検討していく。 

 ◇ 生活排水処理率 100％を目指し、合併浄化槽の整備を進める。 

 ◇ 隔絶離島という地域性並びにインターネット通販の利用により増加している段

ボールの再利用を検討する。 
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表 3-1 生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 

 

  

可燃ごみ 焼却
【中間処理】

御蔵島じん芥処理施設
116.9 t 116.6 t

不燃ごみ 埋立 【最終処分場】 2.6 t 2.6 t

リサイクル
（空き缶類）

圧縮・梱包
【中間処理】

御蔵島廃棄物再利用施設
2.4 t 2.4 t

リサイクル
（ペットボトル・び

ん類）
委託処理 民間資源化施設 0.4 t 0.4 t

合計 - - 122.3 t 合計 122.0 ｔ

令和元年度と同様

分別区分
処理方法

処理施設・処分場等
合計

現状（令和元年度） 今後の目標（令和9年度）

分別区分 処理方法 処理施設、処分場等 合計
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（３）処理施設等の整備 

ア．廃棄物処理施設 

上記（２）の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表 3-2のとおり必要な施

設整備を行う。 

 

表 3-2 整備する処理施設 

事業 

番号 

整備施設種類

施設名 
事業名 処理能力 

設置 

予定地 

事業期間 

（全体事

業期間） 

国土 

強靱化 

プラ要

件化の

経過措

置の適

用事業 

１ 

焼却施設 

（仮称）御蔵

島村じん芥処

理施設 

（仮称）御

蔵島村じん

芥処理施設

整備事業 

1.2t/日 

東京都御

蔵島イナ

サ 1422

番地 

R8 

(R8～R11) 
－ － 

（整備理由） 

事業番号 1 既存施設の老朽化及び安定的なごみ処理体制を維持するため 

 

イ 合併浄化槽の整備 

  合併処理浄化槽の整備については、表 3-3のとおり行う。 

表 3-3 合併処理浄化槽への移行計画 

事業 

番号 
事 業 

令和元年度の

整備済基数 

(基) 

整備計画 

基  数 

（基） 

整備計画 

人   口 

（人） 

事業 

期間 
国土強靱化 

２ 
浄化槽設置 

整備事業 
1 4 4 R3～R8 － 

（整備理由） 

事業番号 2 周辺海域の水質悪化を防止するため 
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（４）施設整備に関する計画支援事業 

（３）アの施設整備に先立ち、表 3-4のとおり計画支援事業を行う。 

 

表 3-4 実施する計画支援事業 

事業番号 事業名 事業内容 事業期間 

プラ要件化の 

経過措置の 

適用事業 

31 

（仮称）御蔵島村じん芥処

理施設整備事業に係る測

量調査及び地質調査業務 

測量調査 

地質調査 
R3 － 

32 

（仮称）御蔵島村じん芥処

理施設整備事業に係る施

設整備基本計画等策定業

務 

施設整備基本計画 R4 － 

33 

（仮称）御蔵島村じん芥処

理施設整備事業に係る生

活環境影響調査業務 

生活環境影響調査 R7 － 

34 

（仮称）御蔵島村じん芥処

理施設整備事業に係る建

築設計業務 

建築設計 R8 － 
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（５）その他の施策 

ア．情報の提供と共有化 

村民・事業者の意識を高めていくには、しっかりとした情報提供・意識啓発を行

うことが重要である。そのために、情報発信窓口をより明確化するとともに、回収

された資源物が再利用されるまでの過程や島内施設での処理状況、村民から問い合

わせの多い事項など、ごみに関する情報の共有を図る。 

【具体的施策】 

◇ ごみの３Ｒ、生ごみ等の資源化等、家庭でできるごみ減量・リサイクルの情報 

について、広報誌やホームページを使っての情報提供を充実させていく。 

◇ 広報誌やホームページ、地域情報誌などの多様な方法を用いて、ごみ処理施設 

や処理費用等、本島のごみ処理の現状、資源化の状況、ごみ減量の必要性等に 

ついて広報を行う。 

◇ ごみの出し方についてごみ資源カレンダーで広報を行い、分別がわかりにく 

いものや有害物、危険物の扱い等について啓発を行い、収集ルールの徹底を図 

る。 

◇ リサイクル素材を利用した製品や環境にやさしい製品を購入するグリーン購 

入について普及啓発を行う。 

 

イ．学校教育、環境学習の充実 

意識啓発を促すため、村民・事業者の環境学習・活動に参加する機会の拡大を図

る。 

【具体的施策】 

◇ 小学校で活用可能な環境教育の副読本を紹介する。 

◇ ごみ処理施設の見学、環境に関する講演会、説明会等、環境学習・活動への参 

加機会の拡大を図る。 

 

ウ．不法投棄対策 

  小さな隔絶離島のため不法投棄はないが、観光シーズン前の地域清掃などの取

り組みにより地域美化に努め、不法投棄の防止を図る。 

 

 

 

 



14 

エ．災害時の廃棄物処理に関する事項 

  災害発生時の廃棄物処理については、地域防災計画に沿って、ごみの収集運搬・

中間処理・最終処分を行う。 

  災害時の一般廃棄物及び災害により発生する廃棄物の処理体制を予め協議・構

築していく。 
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４．計画のフォローアップと事後評価 

（１）計画のフォローアップ 

毎年、計画の進捗状況を把握するとともに、人口・ごみ排出量・中間処理量・最終処

分量の推移を調査・把握し、その結果を公表及び必要に応じて、東京都及び国と意見を

交換しつつ、ごみ処理状況を勘定し計画処理量等の見直しを行う。 

（２）事後評価及び計画の見直し 

期間終了後、施策の取り組みの結果をとりまとめ、速やかに計画の事後評価及び目標

達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるととも

に、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて計画の見直しを行

う。 
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添付資料2 

様式 1 循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表 1（令和元年度） 

 

様式１

１　地域の概要

（１）地域名 （２）地域内人口 （３）地域面積

（４）構成市町村等名 （５）地域の要件*

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

50.0 (20.0%) 43.2 (20.0%) 43.6 (20.0%) 34.9 (20.0%) 26.2 (20.0%) 24.5 (20.0%) 24.4 -(0.2%)

2.0 1.7 1.7 1.4 1.0 1.0 1.0 (0.0%)

199.8 (80.0%) 172.6 (80.0%) 174.4 (80.0%) 139.7 (80.0%) 104.6 (80.0%) 97.8 (80.0%) 97.6 -(0.2%)

670.5 546.2 562.6 435.2 326.9 306.6 305.0 -(0.5%)

249.8 215.8 218.0 174.6 130.8 122.3 122.0 -(0.2%)

0.4 (0.2%) 0.5 (0.2%) 0.5 (0.2%) 0.4 (0.2%) 0.5 (0.4%) 0.4 (0.3%) 0.4 (0.3%)

3.6 (1.4%) 3.4 (1.6%) 3.6 (1.7%) 3.2 (1.8%) 2.9 (2.2%) 2.8 (2.3%) 2.8 (2.3%)

減量化量 160.0 (64.1%) 187.4 (86.9%) 186.9 (85.7%) 151.0 (86.5%) 113.4 (86.7%) 105.3 (86.1%) 105.0 (86.1%)

最終処分量 55.7 (22.3%) 24.4 (11.3%) 25.9 (11.9%) 20.1 (11.5%) 14.8 (11.3%) 14.2 (11.6%) 14.2 (11.6%)

※　別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付する。

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

減量化量（中間処理前後の差　トン）

埋立最終処分量（トン）

再生利用量
直接資源化量（トン）

総資源化量（トン）

エネルギー回収量 エネルギー回収量
（年間の発電電力量　MWH）

（年間の熱利用量　GJ）

*交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに○を付ける。

指標・単位
年

排出量

事業系　総排出量（トン）

　　　　　　1事業所当たりの排出量（トン/事業所）

生活系　総排出量（トン）

　　　　　　1人当たりの排出量（ｋｇ/人）

合計     事業系生活系の総排出量合計（トン）

平成26年度 令和27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

過去の状況・現状（排出量等に対する割合） 目　標

（６）構成市町村に一部事務組合等が含まれる場
合、当該組合の状況

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画　総括表１

東京都御蔵島村

御蔵島村

20.58km
2319人（令和元年10月1日）

人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪、山村　半島　過疎　その他

令和9年度

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-
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３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

（１）現有施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 開始年月 廃止又は休止（予定）年月 解体（予定）年月

ごみ焼却施設 御蔵島じん芥処理施設 御蔵島村
ストーカ式

(機械化バッチ)
2ｔ/8h H8.4 R12　休止予定 予定

空き缶処理施設 御蔵島廃棄物再利用施設 御蔵島村 選別・資源化 1ｔ/2h H11.4

し尿処理施設 御蔵島村し尿処理施設 御蔵島村 脱窒素処理方式 2.1kL/日 H29.4

（２）更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工予定年月日 更新（改良）・新設理由
廃焼却施設解体の有無

（解体施設の名称）

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月完了

（予定）年月

想定される浸水深と対策

プラスチック再商品化
を実施するための施

設整備事業
備考

ごみ焼却施設 御蔵島じん芥処理施設 御蔵島村 未定 1.2t/日 R12.3
安定したごみ処理
体制の維持のため

無 － 0m －

浸水深　0m

想定される浸水深と対策 備考

浸水深　0m

浸水深　0m
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目 標
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和9年度

総人口 316 310 310 321 319 320

0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

306 300 300 300 300 304

96.8% 96.8% 96.8% 93.5% 94.0% 95.0%

10 10 10 21 19 16

3.2% 3.2% 3.2% 6.5% 6.0% 5.0%

基数 処理人口 開始年度 基数 処理人口 目標年次

御蔵島村 63 149 H9.4 4 4 R3浄化槽設置整備事業

※ 別添資料として、現有施設の概要を添付（添付資料４）

未処理人口

汚水衛生処理人口

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

５　浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定

施 設 種 別 事 業 主 体

現有施設の内容 整備予定基数の内容

備考

集落排水施設

汚水衛生処理人口

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

合併処理浄化槽

汚水衛生処理人口

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

４　生活排水処理の現状と目標

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                       　　年度 過　去　の　状　況　・　現　状

公共下水道

汚水衛生処理人口

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率
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様式 2 循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表 2（令和２年度） 

 

総事業費（千円）

単位 開始 終了 開始 終了
複数計画
合算費

現計画での
総事業費

複数計画
合算費

合計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

2,310,000 110,000 1,804,000 44,000 0 0 0 0 0 44,000

1 1.2 t/日 R8 R8 R8 R11 2,310,000 110,000 1,804,000 44,000 0 0 0 0 0 44,000 全体の事業期間：Ｒ８～R11

73,106 73,106 73,106 73,106 18,381 4,950 0 0 16,775 33,000

31 御蔵島村 R3 R3 18,381 18,381 18,381 18,381 18,381 0 0 0 0 0

32 御蔵島村 R4 R4 4,950 4,950 4,950 4,950 0 4,950 0 0 0 0

33 御蔵島村 R7 R7 16,775 16,775 16,775 16,775 0 0 0 0 16,775 0

34 御蔵島村 R8 R8 33,000 33,000 33,000 33,000 0 0 0 0 0 33,000

1,328 1,328 332 332 0 332 0 332

2 御蔵島村 R3 R8 R3 R13 1,328 1,328 332 332 0 332 0 332

浄化槽整備事業（下記事業を除く） 4 基 1,328 1,328 332 332 0 332 0 332

既設の浄化槽改築事業 基 0

浄化槽災害復旧事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽減
事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

0

浄化槽整備事業（下記事業を除く） 基 0

既設の浄化槽改築事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽減
事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

2,383,106 184,434 1,877,106 118,434 18,713 5,282 0 332 16,775 77,332

総括表（交付期間における各交付対象事業の概算事業費）

事　業　種　別
事業
番号

事業主体
名　　称

規　模 事業期間
交付金交付

期間
交付対象事業費（千円）

備　　考

施　設　名　称　等

エネルギー回収等のための整備事業

（仮称）御蔵島村じん芥処理施設整備事
業

合     　　計

計画支援事業等

事業番号1のための測量調査及び地質調査
業務

事業番号1のための施設整備基本計画策定
業務

事業番号1のための建築設計業務

事業番号1のための生活環境影響等調査業
務

浄化槽事業等のための整備事業

浄化槽設置整備事業

内
訳

公共浄化槽等整備推進事業

内
訳
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参考資料様式 2 施設概要（エネルギー回収施設系） 

 

 

 

 

 

  

【参考資料様式２】

都道府県名　東京都

「ごみ燃料化施設」を整備する場合

「メタンガス化施設」を整備する場合

　　　うち、交付対象事業費　44,000千円 　　　（全体：　1,804,000千円）

(3) 工期
　　令和８年度
　　（全体：令和8年度　～　令和11年度）

施設概要（エネルギー回収施設系）

(1) 事業主体名 御蔵島村

(2) 施設名称 焼却施設

(4) 施設規模 処理能力　約 　　1.2t/日

(5) 形式及び処理方式 未定

(6) 余熱利用の計画
１．発電の有無　　　有（発電効率　　％）・無
２．熱回収の有無　　有（熱利用率　　％）・無

(7) 地域計画内の役割 安定したごみ処理体制を維持するため

(8) 廃焼却施設解体工事の有無 有 無

(12) 事業計画額
110,000 千円 （全体：2,310,000千円）

(9) 燃料の利用計画 －

(10) バイオガス熱利用率 －

(11) バイオガスの利用計画 －
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参考資料様式 6 施設概要（浄化槽系） 

【参考資料様式６】 

施設概要（浄化槽系） 
 

都道府県名 東京都         
 

(1) 事業主体名 東京都御蔵島村 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 
周辺海域等の水質悪化を防止するため、合併浄化槽を推

進することを目的とする。 

(4）事業期間 令和 3年度 ～令和 8年度 

(5) 事業対象地域の要件 

下水道法に定められた予定処理区域外の地域であって、浄
化槽による汚水 
処理が経済的・効率的である地域として、環境大臣が適当
と認める地域 

(6) 事業計画額 

交付対象事業費    1,328千円 
うち  （以下の事業を実施する場合） 

・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費 

・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費 
 

 
○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 
 【浄化槽設置整備事業の場合】 

区分 
交付対象基数 
（   人分） 

基準額 
対象経費 
支出予定額 

交付対象 
事業費 

5人槽 4基（     4人分） 1,328千円 1,328千円 1,328千円 

6～ 7人槽 基（       人分）    

8～10人槽 基（       人分）    

11～20人槽 基（       人分）    

21～30人槽 基（       人分）    

31～50人槽 基（       人分）    

51人槽以上 基（       人分）    

浄化槽整備 
効率化事業費 

台帳作成費    

計画策定等調査費    

合 計 4基（   4人分） 1,328千円 1,328千円 1,328千円 

 

○　事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模

【浄化槽設置整備事業の場合】

人槽区分 うち単独撤去 基準額
対象経費

支出予定額
選定額

N型５人槽 （0人） 0基 0千円 6,000千円 0千円

N型６～７人槽 （0人） 0基 0千円 0千円 0千円

N型８～１０人槽 （0人） 0基 0千円 0千円 0千円

NP型５人槽 （0人） 0基 0千円 0千円 0千円

２１～３０人槽 （0人） 0基 0千円 0千円 0千円

３１～５０人槽 （0人） 0基 0千円 0千円 0千円

５１人槽以上 （0人） 0基 0千円 0千円 0千円

事務費等

合計 （0人） 0基 0千円 6,000千円 6,000千円

○　事業対象地域が「経済的・効率的である地域」の場合の経済性・効率性の比較

0基

0基

0基

0基

20基

  経済的・効率的な地域では無いため省略

0基

(3) 事業の実施目的及
び内容

対象地域内に村民が設置する合併浄化槽に対し補助金を交付し、合併浄化槽の設置を促進、および
生活排水による公共用水域の水質汚染を防止することを目的とする。

(4) 事業期間 令和3年度～令和7年度

(5) 事業対象地域の要
件

浄化槽設置整備事業実施要項
第3　事業の内容　（1）事業の対象となる地域
　ア　下水道法第4条第1項の認可又は同法第25条の3第1項の認可を受けた事業計画に
　　　　定められた予定処理区域以外の地域であって、次の（ア）から（キ）のいずれかに
　　　　該当する地域であること。
　　（ウ）水道水源の流域
　　（カ）自然公園法第2条第1項に規定する自然公園法に優れた自然環境を有する地域

(6) 事業計画額

 交付対象事業費　　　 6,000千円

 うち  （以下の事業を実施する場合）

 ・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費           千円

 ・公的施設単独浄化槽集中転換事業に係る事業費         　   千円

交付対象基数（0人分）

20基

0基

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業

【参考資料様式６】

施 設 概 要　（浄化槽系）

都道府県名　東京都

(1) 事業主体名 御蔵島村
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参考資料様式 7 計画支援概要 

 

 

(1) 事業主体名

(2) 事業目的

(3) 事業名称

(4) 事業期間

(5) 事業概要

(6) 事業計画額 18,381 千円 4,950 千円 16,775 千円 33,000 千円

（仮称）御蔵島村じん
芥処理施設整備事
業に係る測量調査及
び地質調査業務

（仮称）御蔵島村じん
芥処理施設整備事
業に係る施設整備基
本計画策定業務

（仮称）御蔵島村じん
芥処理施設整備事

業に係る生活環境影
響等調査業務

（仮称）御蔵島村じん
芥処理施設整備事

業に係る建築設計業
務

【参考資料様式7】

計 画 支 援 概 要

都道府県名　東京都

御蔵島村

安定したごみ処理体制を維持するため

令和3年度 令和4年度 令和7年度 令和8年度

測量調査
地質調査

施設整備基本計画 生活環境影響調査 建築設計
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別添資料① 対象地域図 

 

 

 

 

  

御蔵島じん芥処理施設 

し尿処理施設 

空き缶処理施設 
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別添資料② 主な指標のトレンドグラフ（一般廃棄物の減量化・再利用の現状と

予測） 

 

図 1 人口の推移 

 

 

図 2 ごみ排出量の推移 
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図 3 総資源化量の推移 

 

 

図 4 中間処理による減量化量の推移 
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図 5 最終処分量の推移 

 

図 6 生活排水形態別人口の推移  
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別添資料③ 分別区分説明資料 

 

□ごみの分別区分 

 

  

区分 分け方 出し方 収集方法

可
燃
ご
み

残飯、生食品、紙、革、布、ダンボール、
プラスチック、発泡スチロール、貝類、
雑草、木材等

・水気を十分に切る。
・排出までの間は各自責任をもって保管
・いずれも1辺50cm以下とする
・金属類がついているものは取り外す

3回/週
収集

有
害
ご
み

乾電池、アルカリ電池、リチウム電池、
パック式電池、蛍光灯等

・袋等から出して排出
随時

持ち込み

ガラス（板ガラス・耐熱ガラス等）
陶器類、小さな金属類、ガレキ類等

・食品カスや油などの汚れを落とす
・袋等から出して排出

2回/月
収集

スプレー缶、ライター等
・ライター等は使い切り、缶は穴をあけ
　ガス抜きする

随時
持ち込み

上記以外の不燃ごみ、金属類等
・村役場で所定の申請書を記入した後、
　指定された置場へ直接持ち込む

冷凍庫・冷蔵庫、洗濯機、テレビ、
エアコン

・郵便局にてリサイクル券購入後、村役場
　で所定の申請書を記入し、指定された
　置き場へ直接持ち込む

上記以外のその他一般家電製品、
粗大ごみ等

・村役場で所定の申請書を記入した後、指定
　された置場へ直接持ち込む

缶類（スチール缶、アルミ缶）
・中をよくすすぎ乾かして、吸殻等の汚物を
　入れない

2回/週

収集※2

ペットボトル
・キャップとラベルをはずす
・中をよくすすぎ乾かして、吸殻等の汚物を
　入れない

ビン類
・キャップとラベルをはずす
・中をよくすすぎ乾かして、吸殻等の汚物を
　入れない

※　　持ち込み：村役場横ダストボックス

※1　村役場にて受付（月～金：開庁時間内）。なお、年末・年始、祝祭日を除く。

※2　随時持ち込みも可能。

不
燃
ご
み

家
具
家
電

リ
サ
イ
ク
ル

随時
持ち込み

持ち込み
※1
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別添資料④ 現有施設の概要 

 

１）中間処理施設 

中間処理施設の概要を表 1、表 2、表 3に示します。 

 

表 1 焼却施設の概要 

名称 御蔵島じん芥処理施設 

所在 御蔵島村字イナサ 

処理方式 ストーカ式（機械化バッチ） 

処理能力 2.0ｔ/8ｈ 

稼働開始 平成 8年 4月 

 

表 2 空き缶処理施設の概要 

名称 御蔵島廃棄物再利用施設 

所在 御蔵島村 

処理方式 選別・資源化 

処理能力 空き缶処理：1.0ｔ/2ｈ 

稼働開始 空き缶処理：平成 11年 4月 

主な設備 圧縮・梱包 

稼働開始 平成 11年 4月 

 

表 3 し尿処理施設の概要 

名称 御蔵島村し尿処理施設 

所在 御蔵島村字イナサ 

処理方式 脱窒素処理方式 

処理能力 2.1KL/日 

内訳 し尿   ：0.1ｋL/日 

浄化槽汚泥：2.0ｋL/日 

稼働開始 平成 29年 4月 1日 
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別添資料⑤ 対象区域ハザードマップ 
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